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038 人権意識の醸成

Ⅲ 人とコミュニティをはぐくむ文化のまち（文化・学習）

01 人権と平和の尊重
政策総務部 政策課

性別、年齢、国籍や障害の有無などを問わず、市民一人ひとりが、お互いの人間性を尊重し認め合っています。また、問題や悩み
がある人へ、行政の支援だけでなく、地域においても相談や助け合いがなされています。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

R 3年度

令和３年度は前年度と比較して増加している。平成３１年４月からパートナーシップ宣誓制度を実施し、多様性を認め合う共生社会の実現を目指し
取り組んでいるが、目標達成に向け、更なる人権啓発に取り組む必要がある。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

1,031,000 2,186,000 1,326,000 1,165,000 1,142,000 1,123,000

0 0 0 0 0 0

34,000 880,000 34,000 35,000 32,000 32,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

997,000 1,306,000 1,292,000 1,130,000 1,110,000 1,091,000

1,061,000 2,086,000 1,313,000 1,190,000 1,167,000 0

1,002,582 1,851,787 939,161 882,120 1,019,868 0

0 0 0 0 115,000 0

30,648 721,080 30,648 25,794 25,794 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

971,934 1,130,707 908,513 856,326 879,074 0

94.5 88.8 71.5 74.1 87.4 0.0

1.21 1.01 0.91 0.91 0.91 0.00

9,305,330 7,910,644 7,280,027 7,016,273 7,038,325 0

2.00 3.00 3.00 5.00 5.00 0.00

6,240,800 9,344,403 9,272,769 15,821,785 16,143,600 0

83,557 58,657 98,479 2,035,861 2,216,501 0

16,632,269 19,165,491 17,590,436 25,756,039 26,418,294 0

①性別や年齢等による不利益があ
ると感じている市民の割合

25

％

12.8 15.2 12.1 13.5

78.1 65.8 82.6 74.1

10
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令和３年度は前年度と比較して増加している。平成３１年４月からパートナーシップ宣誓制度を実施し、多様性を認め合う共生社会の実現を目指し
取り組んでいるが、目標達成に向け、更なる人権啓発に取り組む必要がある。

　市民に対しては、人権身の上相談、小中学校の人権作文発表会、東京都等が主催する人権啓発イベントの市報・ポスター等による周知などを継続
的に行った。「人権の花運動」は、小学生が花を協力して育てることで、協力し感謝することの大切さや命の尊さを学び、それにより児童の人権尊
重思想を育むことを目的として実施している。また、多摩東人権擁護委員協議会に負担金を支出し、人権擁護委員による小中学生の人権作文コンテ
ストや発表会などの人権啓発事業の実施を支え、人権尊重思想の普及を図っている。
　市職員に対しては、人権啓発等推進委員会を開催し、人権問題に対する情報の共有や検討を行った。また、東京都等が主催する人権啓発イベント
への参加や職員研修等を実施し、人権意識の向上に努めた。
　平成３１年４月より、多様性を認め合う共生社会の実現を目指し、多摩地域初となるパートナーシップ宣誓制度を導入した。

　ＬＧＢＴ（女性同性愛者（レズビアン、Lesbian）、男性同性愛者（ゲイ、Gay）、両性愛者（バイセクシュアル、Bisexual）、出生時に割り当て
られた性と異なる性で生きる人、あるいは生きたいと望む人（トランスジェンダー、Transgender）の人々を意味する頭字語）や外国人に対する差
別、ＳＮＳ上での誹謗中傷など、人権問題は多種多様化している。

　東京都や東京都人権啓発活動ネットワーク協議会等が主催する人権啓発イベントに参加するなど、多種多様化した人権問題を把握し、市民や市職
員の人権意識の更なる向上につなげたい。人権意識の醸成は、継続した取組が重要であるため、引き続き関係機関と連携して、人権に関する情報提
供や啓発活動を行う。

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

やや遅れているが、概ね順
調

やや遅れているが、概ね順
調

やや遅れているが、概ね順
調

やや遅れているが、概ね順
調

継続的に人権啓発に係る取
組を実施しており、市民や
市職員の人権意識の向上に
努めている。

継続的に人権啓発に係る取
組を実施しており、市民や
市職員の人権意識の向上に
努めている。

多種多様化する人権問題の
解決に向け、人権啓発及び
相談受付を行った。
また、多様性を認め合う共
生社会の実現を目指し、パ
ートナーシップ宣誓制度を
通年で実施した。

継続的に人権啓発に係る取
組を実施しており、多種多
様化する人権問題の解決に
向け、人権啓発及び相談受
付を行った。
また、多様性を認め合う共
生社会の実現を目指し、パ
ートナーシップ宣誓制度を
通年で実施した。

人権問題が多種多様化して
いることから、今後も更な
る人権啓発に取り組む必要
がある。

人権問題が多種多様化して
いることから、今後も更な
る人権啓発に取り組む必要
がある。

新型コロナウイルス感染症
の影響から予定していた事
業の一部が中止となった。
人権啓発等は継続的に取り
組むことが重要であること
から、オンライン等の多様
な実施形式を検討し、今後
も更なる人権啓発に取り組
む必要がある。

人権啓発等は継続的に取り
組むことが重要であること
から、オンライン等を活用
した多様な実施形式により
、今後も更なる人権啓発に
取り組む必要がある。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理
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平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

人権啓発事業

政策総務部 広報課

主要な事務事業

982

人権の花運動、人権身の上
相談の実施、子どもたちか
らの人権メッセージ発表会
の開催、小中学校の人権作
文発表会の開催、東京都等
が主催する人権啓発イベン
トの市報・ポスター等によ
る周知

人権の花運動、人権身の上
相談の実施、小中学校の人
権作文発表会の開催、東京
都等が主催する人権啓発イ
ベントの市報・ポスター等
による周知

人権の花運動、人権身の上
相談の実施、小中学校の人
権作文発表会の開催、東京
都等が主催する人権啓発イ
ベントの市報・ポスター等
による周知

人権の花運動、人権身の上
相談の実施、小中学校の人
権作文発表会の開催、東京
都等が主催する人権啓発イ
ベントの市報・ポスター等
による周知

やや遅れているが、概ね順
調

やや遅れているが、概ね順
調

やや遅れているが、概ね順
調

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

人権啓発に係る取組は平成
２９年度同様実施している
が、近年、多種多様な人権
問題が起こっていることか
ら、今後も更なる人権啓発
に取り組む必要がある。

人権啓発に係る取組は平成
３０年度同様実施している
が、近年、多種多様な人権
問題が起こっていることか
ら、今後も更なる人権啓発
に取り組む必要がある。

新型コロナウイルス感染症
の影響から予定していた事
業の一部が実施できない状
況となったが、人権の花運
動や東京法務局が制作した
人権啓発ポスターの広報・
掲示を実施した。近年、多
種多様な人権問題がおこっ
ていることから、今後さら
なる人権啓発に取り組む必
要がある。

相談業務は新型コロナウイ
ルス感染症の影響から中止
していた期間があったが、
人権の花運動や東京法務局
が制作した人権啓発ポスタ
ーの広報・掲示を実施した
。

女性人権推進事業

市民協働推進部 地域コミュニ
ティ課

主要な事務事業

1,732

毎年11月12日〜25日を内閣
府が「女性に対する暴力を
なくす運動期間」と定め、
事業展開していることに賛
同し、講座等の意識啓発事
業を実施する。

毎年11月12日〜25日を内閣
府が「女性に対する暴力を
なくす運動期間」と定め、
事業展開していることに賛
同し、講座等の意識啓発事
業を実施する。

毎年11月12日〜25日を内閣
府が「女性に対する暴力を
なくす運動期間」と定め、
事業展開していることに賛
同し、講座等の意識啓発事
業を実施する。

毎年11月12日〜25日を内閣
府が「女性に対する暴力を
なくす運動期間」と定め、
事業展開していることに賛
同し、講座等の意識啓発事
業を実施する。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

やや遅れているが、概ね順
調

やや遅れているが、概ね順
調

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

女性に対する暴力をなくす
運動期間に講座を実施（参
加者25名）・デートＤＶ意
識啓発講座（市内学校）を
実施（参加者9名）・ＤＶ
根絶パネル展示・パープル
リボンキャンペーンを実施
。

女性に対する暴力をなくす
運動期間に講座を実施（参
加者7名）・ＤＶ根絶パネ
ル展示・パープルリボンキ
ャンペーンを実施した。

女性に対する暴力をなくす
運動期間に講座（参加者1
2名）・パープルリボンキ
ャンペーンを実施した。ま
た、デートＤＶについての
リーフレットを作成し、配
付を希望する市内中学校に
配付した。

女性に対する暴力をなくす
運動期間に講座を実施（参
加者２７名）・パープルラ
イト及びパープルバルーン
展示を実施した。また、デ
ートＤＶ意識啓発講座を実
施した。（参加者１３４名
）



優
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重
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事
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７　構成事務事業の評価 （単位：円）

038　人権意識の醸成

- 4 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 人権啓発事業 30 573,000 566,494 573,000 人権の花運動などの人権啓発事業 B 1 B A

2 女性人権推進事業 20 569,000 453,374 550,000 「女性に対する暴力をなくす運動
」に伴う関連講座事業の運営

B 1 A B

3 人権施策推進事務 30 0 0 0
府中市人権啓発等推進委員会の実
施や、人権啓発事業に係る研修等
への派遣事務

B 1 B B

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 1,142,000 1,019,868 1,123,000
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039 平和意識の啓発

Ⅲ 人とコミュニティをはぐくむ文化のまち（文化・学習）

01 人権と平和の尊重
文化スポーツ部 文化生涯
学習課

市民一人ひとりが、世界平和への願いを込めた「府中市平和都市宣言」を尊重し、本市と協働して平和事業に取り組んでいます。
また、市民一人ひとりが、世界の恒久平和を願い幸せに生活しています。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

R 3年度

平和啓発事業は継続して実施していくことが重要な事業である。令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響で全体的に参加者数が減少したが、
平和のつどいをオンライン配信するなど、新たな試みを実施した。平和のつどいは視聴者数を参加者数として計算している。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

1,987,000 1,859,000 4,245,000 3,301,000 3,258,000 2,197,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 2,200,000 0

1,987,000 1,859,000 4,245,000 3,301,000 1,058,000 2,197,000

1,987,000 1,791,000 4,245,000 3,281,000 3,258,000 0

1,093,731 930,152 2,262,850 1,324,295 2,059,106 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 1,800,000 0

1,093,731 930,152 2,262,850 1,324,295 259,106 0

55.0 51.9 53.3 40.4 63.2 0.0

0.79 0.77 0.77 0.78 0.72 0.00

6,066,513 6,046,171 6,184,605 6,036,058 5,585,252 0

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0 0 0

216,431 170,892 187,487 135,581 158,762 0

7,376,675 7,147,215 8,634,942 7,495,934 7,803,120 0

①平和啓発事業参加者数

11,484

人

8,533 511 575 1,112

65.6 3.9 4.4 8.6

13,000

②平和が大切であると感じている
市民の割合

90.3

％

89.3 91.6 90.9 89

98.1 100.7 99.9 97.8

91
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平和啓発事業は継続して実施していくことが重要な事業である。令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響で全体的に参加者数が減少したが、
平和のつどいをオンライン配信するなど、新たな試みを実施した。平和のつどいは視聴者数を参加者数として計算している。

平和に関する意識啓発を図るため例年実施している事業に加えて、令和４年度から市立小学校全校で平和啓発事業ができるよう、教材を作成した。
○夏休み平和子ども教室の実施
○平和展の開催
○平和のつどい（講演等）の開催
○黙とうの呼びかけ
○府中市立小学校連携平和啓発事業の教材作成

平和啓発事業は、継続して実施していくことが重要な事業であるが、実際に戦争体験のある人が少なくなってきているため、講演会のあり方として
戦争体験のない人が、どのように政治的に中立な平和啓発事業ができるかを模索していくことが必要である。また、地域の資源を活用し、市民と協
働した平和啓発事業に取り組んでいく必要もある。
府中市立小学校連携平和事業は、昨年度までモデル校として２校を指定して実施したが、作成した教材を活用し、教育委員会及び小学校長会と連携
して全校での実施を目指す。

引き続き、恒常的な事業を実施しながら、戦争体験者の減少等、時代の変化に合わせた事業を取り入れていく。
今後は、府中市内の戦争に関する史跡を活用するほか、多文化共生の視点も取り入れた平和啓発事業の展開を図る。
府中市立小学校連携平和事業は、児童に「平和の尊さ」について啓発していくとともに、今後全校で実施ができるような手法を考案していく。

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

平和啓発事業は、計画通り
実施できている。

平和啓発事業は、計画通り
実施できている。

平和啓発事業は、計画通り
実施できている。

平和啓発事業は、一部新型
コロナウィルス感染拡大防
止のため中止となった事業
もあったが、おおむね計画
通り実施できている。

平和啓発事業参加者数及び
平和が大切であると感じて
いる市民の割合は、いずれ
も目標値を下回っている。
平和への意識・関心を高め
るため、平和啓発事業の実
施についてより工夫する必
要がある。

平和が大切であると感じて
いる市民の割合は基準値を
上回ったが、平和啓発事業
参加者数は目標値を下回っ
ている。平和への意識・関
心を高めるため、平和啓発
事業の実施についてより工
夫する必要がある。

平和啓発事業への参加者数
は新型コロナウイルスの影
響もあり、目標値を下回っ
ているが平和への意識・関
心を高めるため、平和啓発
事業の実施についてより工
夫をする必要がある。

平和啓発事業参加者数及び
平和が大切であると感じて
いる市民の割合は、いずれ
も目標値を下回っている。
平和への意識・関心を高め
るため、平和啓発事業の実
施についてより工夫する必
要がある。
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４か年事業費計(単位:千円)
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所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）
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所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理
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平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

平和啓発事業

文化スポーツ部 文化生涯学習
課

主要な事務事業

7,524

▼原水爆禁止運動を行う団
体への補助金の交付
▼平和啓発を図るための広
報・周知の実施及び平和啓
発事業（平和展・平和のつ
どい・夏休み平和子ども教
室・府中市立小学校連携平
和事業）の実施

▼原水爆禁止運動を行う団
体への補助金の交付
▼平和の祭典から『平和』
を考えるウィーク(平和の
つどい・平和展・夏休み平
和子ども教室を同一期間に
同一会場で実施)
▼３月平和展、府中市立小
学校連携平和事業の実施

▼平和の祭典から『平和』
を考えるウィーク(平和の
つどい・平和展・夏休み平
和子ども教室を同一期間に
同一会場で実施)
▼３月平和展、府中市立小
学校連携平和事業の実施

▼平和啓発を図るための広
報・周知の実施及び平和啓
発事業（平和展・平和のつ
どい・夏休み平和子ども教
室・府中市立小学校連携平
和事業等）の実施

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

平和啓発を図るための広報
・周知として、「平和のつ
どい」・「平和展」・「夏
休み平和子ども教室」の３
事業を実施するとともに、
府中市立小学校と連携した
平和事業を行った。また、
広報ふちゅうや各施設の館
内放送で、黙とうの呼びか
けを行うなどした。

平和の祭典から『平和』を
考えるウィークとして、「
平和のつどい」・「平和展
」・「夏休み平和子ども教
室」を同一期間に同一会場
で実施するとともに、府中
市立小学校と連携した平和
事業を行った。また、広報
ふちゅうや各施設の館内放
送で、黙とうの呼びか
けを行うなどした。

平和の祭典から『平和』を
考えるウィークとして、同
一期間・会場で開催するこ
とはできなかったが、「平
和のつどい」「平和展」「
平和子ども教室」を実施し
た。府中市立小学校と連携
した平和事業を行った。ま
た、広報ふちゅうや各施設
の館内放送で、黙とうの呼
びかけを行うなどした。

『平和』を考えるウィーク
として、「平和のつどい」
・「平和展」・「夏休み平
和子ども教室」を同一期間
に同一会場で実施した。府
中市立小学校連携平和事業
の教材作成をした。また、
広報ふちゅうや庁内放送で
、黙とうの呼びかけを行う
とともに、ＳＮＳ等を利用
し啓発を行った。



優
先
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評価/
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要
度

事務事業名
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別
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件
費
事
業

７　構成事務事業の評価 （単位：円）
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R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 平和啓発事業 30 3,258,000 2,059,106 2,197,000
「府中市平和都市宣言」に基づき
、平和に対する意識を高めるため
の事業を展開する。

B 1 A A

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 3,258,000 2,059,106 2,197,000


